
一般財源

■職員２人分の給与

使手 32 ■土木総務に係る一般事務

分負 1,500 ■京都府が施行する急傾斜地崩壊対策事業等への負担金
市債 4,000

府 13,875 ■地籍調査の実施

合　計 45,719 19,407 26,312

一般財源

■職員４人分の給与

■道路橋りょう総務に係る一般事務

■市道の認定、変更、改良等に係る道路台帳の修正・整備

合　計 36,361 36,361

一般財源

財産 52 ■市道の維持補修及び施設の管理
■市道の簡易修繕等に迅速に対応するため、すぐやる事業を推進

■自治会が行う除雪機等の設置に対する補助金
　　補助金額：１件５００千円上限（補助率１／２）

1 職員給与費 18,848 18,848 総務課

3 急傾斜地崩壊対策事業費 5,500 建設課 土木1

2 土木総務一般事務費 2,819 2,787
建設課
監理課

（単位：千円）
第８款　土木費
　第１項　土木管理費
　　第１目　土木総務費

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

　第２項　道路橋りょう費
　　第１目　道路橋りょう総務費

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

3 道路台帳整備費 4,000 4,000 建設課

2 道路橋りょう総務一般事務費 5,723 5,723 建設課

1 職員給与費 26,638 26,638 総務課

1 道路等一般維持管理費 39,855 39,803 建設課

　　第２目　道路橋りょう維持費

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

2 除雪機械設置補助事業費 3,500 3,500 建設課

4 地籍調査事業費 18,552 4,677 都市計画課 土木2



一般財源

■冬季の凍結や積雪に対する主要道路の安全性確保のための除雪等

合　計 64,718 52 64,666

一般財源

■職員８人分の給与

繰入 107,535 ■地域住民の生活道路である市道の計画的な整備等
市債 25,000

■道路交通の安全確保のため、カーブミラー、ガードレール等の交通
　安全施設を整備

国 61,600 ■老朽化している橋りょうの改修
市債 33,200 ■橋りょうの点検

国 10,016 ■市道宮代豊里線の拡幅・２車線化・歩道整備等
市債 7,300

国 9,690 ■市道味方平線の安全確保に向けた拡幅・落石防止対策
市債 7,100

合　計 355,803 261,441 94,362

一般財源

■職員２人分の給与

諸収 1,838 ■河川総務に係る一般事務
■樋門の維持管理、光谷川・犀川の内水処理

3 除雪対策費 21,363 21,363 建設課

1 職員給与費 61,016 61,016 総務課

　　第３目　道路橋りょう新設改良費

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

5,000 建設課 土木4

2 道路整備事業費 141,956 9,421
建設課

環境保全課
土木3

6 味方平線整備事業費 17,619 829 建設課 土木7

5 宮代豊里線整備事業費 18,212 896 建設課 土木6

特定財源

1 職員給与費 14,610 14,610 総務課

　第３項　河川費
　　第１目　河川総務費

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料

2 河川総務一般事務費 3,004 1,166 建設課

4 橋りょう長寿命化対策事業費 112,000 17,200 建設課 土木5

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

（単位：千円）

3 交通安全施設整備事業費 5,000



一般財源

■由良川治水促進同盟会への負担金

合　計 17,762 1,838 15,924

一般財源

■河川の浚渫や雑木伐採などの維持管理

市債 20,400 ■黒谷川の改修

合　計 26,360 20,400 5,960

一般財源

■職員４人分の給与

使手 132
財産 29 ■都市計画総務に係る一般事務
諸収 50

府 80 ■国土利用計画法に基づく土地取引の届出等

■綾部駅南北間の歩行者通行の利便を図るため、自由通路を管理

■綾部駅南広場、綾部駅北広場の彫刻の維持管理

諸収 3,600 ■水洗化事業の排水設備等資金融資に係る預託金

5 彫刻管理費 431 431 都市計画課

2 黒谷川整備事業費 22,680 2,280 建設課 土木8

　第４項　都市計画費
　　第１目　都市計画総務費

財　源　内　訳
事項（事業）の概要 担当課 説明資料

2 都市計画総務一般事務費 687 476

3 由良川改修促進事業費 148 148 建設課

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

（単位：千円）

1 河川維持補修費 3,680 3,680 建設課

　　第２目　河川維持費

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

都市計画課

特定財源

1 職員給与費 25,472 25,472 総務課

番号 事項（事業）名 予算額

4 綾部駅自由通路管理費 3,234 3,234 都市計画課

3 土地利用規制対策費 80 都市計画課

6
排水設備等資金融資制度預託
金

3,601 1 下水道課



一般財源

■下水道事業特別会計への繰出金

合　計 639,468 3,891 635,577

一般財源

■住宅・工業団地事業特別会計への繰出金

合　計 18,092 18,092

一般財源
■都市下水路の維持管理及び青野第２樋門・下地川樋門・古川樋門の

諸収 56 　内水処理
■古川樋門量水標等修繕
■内水処理対策に取り組む団体への補助金

合　計 6,964 56 6,908

一般財源

■職員１人分の給与

使手 201
繰入 1,605 ■都市公園の施設等の維持管理
諸収 130 ■紫水ヶ丘公園のフェンスを更新

合　計 27,725 1,936 25,789

一般財源

■職員９人分の給与

7 下水道事業特別会計繰出金 605,963 605,963 下水道課

（単位：千円）

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

1
住宅・工業団地事業特別会計
繰出金

18,092 18,092 定住・地域政策課

　　第２目　土地区画整理費

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

　　第３目　都市下水路費

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

1 都市下水路維持管理費 6,964 6,908 下水道課

　　第４目　公園費

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

2 公園管理費 19,422 17,486 都市計画課

1 職員給与費 8,303 8,303 総務課

特定財源

1 職員給与費 63,381 63,381 総務課

　第５項　住宅費
　　第１目　住宅管理費

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料



一般財源
使手 22,542 ■市営住宅２６５戸、水源の里定住促進住宅２戸、一戸建住宅１０３
国 16,434 　戸の維持管理
財産 27,993 ■新築借上型市営住宅の活用

■市営住宅の明渡し訴訟等
■木造住宅の耐震性の向上を図るため、耐震診断士の派遣による耐震

国 375 　診断の実施を支援
府 187 　　派遣件数：１５件

諸収 1,200 ■住宅の増改築及び修繕資金融資に係る預託金

■自治会が行う公会堂等コミュニティ施設（木造）の耐震診断費用に
　対する補助金
　　補助金額：１件２８千円上限　補助件数：３件

財産 10 ■利子収入見込額の積立金等

■木造住宅の耐震性の向上を図るための本格耐震改修又は簡易耐震改
国 2,625 　修費用に対する補助金（補助率３／４）
府 5,250 　　（本格）補助金額：１件９００千円上限　補助件数：９件

　　（簡易）補助金額：１件３００千円上限　補助件数：８件

■適切な維持管理が行われていない空家等が市民の生活環境に深刻な
　影響を及ぼす場合に緊急安全対策を実施

合　計 170,963 76,616 94,347

3
木造住宅耐震診断士派遣事業
費

762 200 建築課

2 住宅維持管理費 94,509 27,540
建築課

土木9
定住・地域政策課

（単位：千円）

番号 事項（事業）名 予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課 説明資料
特定財源

5
コミュニティ施設耐震診断費
補助事業費

84 84 建築課

4 住宅改良資金融資制度預託金 1,208 8 建築課

500 建築課

6
住宅新築資金等貸付事業基金
積立金等

19 9 人権推進課

7
木造住宅耐震改修費補助事業
費

10,500 2,625 建築課

8 空家等対策費 500



（単位：千円）

事業費
内訳

・負補　5,500（府施行事業負担金）

市民参加の
状況

他市の取組
状況

・他市においても京都府による防災対策を順次推進

担当課・
担当

建設課　国・府事業担当 TEL 42-4281

11,000

市債 4,000

事業概要

　■急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）に基づき、京都府
　が執行する急傾斜地崩壊対策事業等への負担金
　　○実施予定箇所
　　　（継続地区）
　　　　　井根地区I、井根地区Ⅱ

背　景
・

経　緯

・京都府の基礎調査では、平成30年1月現在で崩壊の危険性がある斜面を
市内約1,700か所確認

期待される
効果

・市民の生命、財産を守り、安全・安心なまちづくりを推進

総合計画
（章）

自然豊かで安全なまちづくり （節） 防災対策の推進

受益者分担金 1,500

目　的
・

目　標

　急傾斜地の崩壊による災害から市民の生命、財産を守るとともに国土の保全に資するため、
危険性の高い斜面の安全対策を実施
　地域防災計画に定める指定避難所等に近接する急傾斜地の対策を優先的に推進

前年度当初予算額 市債

その他 一般財源

5,500
4,000 1,500

　特　定　財　源　の　内　訳

分担金

平成３０年度　当初予算　主要事業説明資料 土木1

事業名 　急傾斜地崩壊対策事業費 継続
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債



（単位：千円）

事業費
内訳

・共済　 　250（社会保険等）
・賃金　 1,675（臨時職員）
・報償　 　300（謝礼）
・旅費　 　152（普通）
・需用　 　158（消耗、燃料）
・役務 　   64（通信運搬費）
・委託　15,896（地籍調査）
・使賃　　   5（駐車場使用料）
・負担　    52（協議会負担金等）

市民参加の
状況

・地権者・関係者の立ち会い等の協力

他市の取組
状況

・府内市町村：同様の取組あり

担当課・
担当

都市計画課　都市計画担当 TEL 42-4285

事業概要

　■地籍調査の実施
　　○調査面積：0.3㎢
　　○事業期間：平成29年度～平成32年度
　　○負担割合：国5/10　府2.5/10　市2.5/10
　　○実施地区：青野Ⅰ（綾部地区）
　　○実施内容：一筆地調査（現地立会い、測量）

背　景
・

経　緯

・全国的な地籍調査の進捗は、京都府が最下位
・本市における地籍調査は、昭和39年度から休止状態であったが、平成
29年度から再開

期待される
効果

・土地境界トラブルの未然防止
・登記手続の簡素化・費用縮減
・公共事業の工期短縮・コスト縮減
・災害復旧の迅速化
・課税の適正化・公平化

7,187

4,677

総合計画
（章）

快適で誰もが住みよいまちづく
り

（節） 土地利用と市街地の形成 　特　定　財　源　の　内　訳

府補助 地籍調査事業関係補助金 13,875

目　的
・

目　標

　災害復旧の迅速化、公共事業のコスト縮減、土地取引の円滑化等、土地をめぐる行政活
動・経済活動すべての基礎データを築く地籍調査の積極的な推進による、よりよい行政サー
ビスの展開

前年度当初予算額

平成３０年度　当初予算　主要事業説明資料 土木2

事業名 　地籍調査事業費 継続
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

18,552
13,875



（単位：千円）

平成３０年度　当初予算　主要事業説明資料 土木3

事業名 　道路整備事業費 拡充
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

141,956
25,000 107,535 9,421

地域振興基金繰入金繰入金

総合計画
（章）

快適で誰もが住みよいまちづく
り

（節） 道路の整備 　特　定　財　源　の　内　訳

目　的
・

目　標

　道路は市民の日々の暮らしや経済・社会活動を支える最も身近な施設であるとともに、災
害時には避難路や物資の緊急輸送路としての重要な役割を担っているものであり計画的な整
備が必要

前年度当初予算額 市債 市債

107,535

　　　　建設課　国・府事業担当
　　　　　　　　土木整備担当
　　　　環境保全課　衛生公苑担当

TEL

169,757

事業概要

事業費
内訳

・報酬　 1,708（嘱託職員）
・旅費　　 117（普通）
・役務　 1,200（手数料）
・委託　26,533（調査、測量等）
・工請　95,713（舗装改良、拡幅改良、側溝改良等）
・公財　15,885（土地）
・補賠　　 800（立木補償等）

市民参加の
状況

25,000

　■地域からの要望や他事業との連携等による一般市道の舗装、拡幅、側溝改良等
　■辺地総合整備計画に基づく市道整備
　　○実施路線：市志線、見内線、見内下村線、建田八津合線
　■京都縦貫自動車道整備時の工事用道路を市道等に編入するための用地取得

背　景
・

経　緯

他市の取組
状況

担当課・
担当

42-4282
42-4281
42-1500

・幅員狭小、経年による舗装面の劣化、老朽化により水路や側溝が機能
していないなど、拡幅や改良等を要する市道が点在
・辺地地域（於与岐町、五泉町、忠町）の計画的な道路整備

期待される
効果

・市道の計画的な整備による市民生活の安全確保や生活利便性の向上



（単位：千円）

事業概要

事業費
内訳

・工請　5,000（道路反射鏡設置工、防護柵工等）

市民参加の
状況

他市の取組
状況

担当課・
担当

建設課　土木維持担当 TEL 42-4283

　■交通安全施設（道路反射鏡、防護柵等）の設置工事

背　景
・

経　緯

・広範な市域において、交差点やカーブによる視距改良や崖地等での転
落防止などの安全対策を要する箇所が点在
・市民生活に直結するため市民要望が多く、早期の対策が必要

期待される
効果

・市道の交通安全施設の整備による道路交通の安全確保

5,000

5,000

総合計画
（章）

快適で誰もが住みよいまちづく
り

（節） 道路の整備 　特　定　財　源　の　内　訳

目　的
・

目　標

　交通事故の未然防止や交通の円滑化を図るとともに道路利用者の安全・安心を確保するた
め、市道の必要箇所に交通安全施設（道路反射鏡、防護柵、区画線等）を整備

前年度当初予算額

平成３０年度　当初予算　主要事業説明資料 土木4

5,000

事業名 　交通安全施設整備事業費 継続
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源



（単位：千円）

平成３０年度　当初予算　主要事業説明資料 土木5

事業名 　橋りょう長寿命化対策事業費 拡充
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債

目　的
・

目　標

　橋りょうは市民の暮らしや経済・社会活動を支える最も身近な施設であるとともに、災害
時には避難路や物資の緊急輸送路として重要な役割を担っているものであり計画的な整備が
必要

その他 一般財源

112,000
61,600 33,200 17,200

　■老朽化した橋りょうの計画的な改修及び点検
　　○実施設計：6橋
　　　・八幡橋　　（梅迫町：昭和37年　L= 9.7ｍ）
　　　・姫渡橋　　（中筋町：昭和48年　L=19.1ｍ）
      ・高柳橋　　（中筋町：昭和54年　L=19.1ｍ）
　　　・友広一号橋（有岡町：昭和42年　L=13.1ｍ）
      ・友広二号橋（有岡町：昭和43年　L=13.7ｍ）
　　　・六反田橋　（坊口町：昭和58年　L= 3.1ｍ）
　　○改修工事：4橋
　　　・新町橋　　（梅迫町：昭和 8年　L=11.0ｍ）
　　　・八幡橋
　　　・姫渡橋
      ・高柳橋
　　○橋りょう点検：120橋

背　景
・

経　緯

・主に高度成長期に整備した橋りょうは、今後、老朽化により修繕が必
要
・橋りょう修繕は財政的にも大きな負担となることから計画的に実施

期待される
効果

・計画的に補修を行うことにより、橋りょうの健全度の把握、補修費の
年度間の平準化が可能

総合計画
（章）

快適で誰もが住みよいまちづく
り

（節） 道路の整備 　特　定　財　源　の　内　訳

42-4283

前年度当初予算額 市債 市債 33,200

国補助 社会資本整備総合交付金 61,600

112,000

事業概要

事業費
内訳

・委託　53,000（設計、点検）
・工請　59,000（橋りょう改修）

市民参加の
状況

他市の取組
状況

担当課・
担当

建設課　土木維持担当 TEL



　 　
（単位：千円）

事業名 　宮代豊里線整備事業費 拡充
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

前年度当初予算額 市債 市債 7,300

平成３０年度　当初予算　主要事業説明資料 土木6

18,212
10,016 7,300

総合計画
（章）

快適で誰もが住みよいまちづく
り

（節） 道路の整備 　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 社会資本整備総合交付金 10,016

目　的
・

目　標

　市道宮代豊里線は主要地方道舞鶴綾部福知山線と主要地方道福知山綾部線を南北に結ぶア
クセス道路でとして重要な位置にあり、拡幅・2車線化等の整備を実施することにより、車
両の円滑な通行及び歩行者等の安全性を確保

896

42-4282

  ■市道宮代豊里線の拡幅・2車線化・歩道整備の実施
　　○事業規模：Ｌ＝165.0ｍ　Ｗ＝12.0ｍ
　　○事業期間：平成29年度～平成33年度
　　○事業内容（平成30年度実施分）
　　　・用地測量、建物調査

背　景
・

経　緯

・平成5年度末に位田橋開通後、北から南に向けて順次整備を実施
・改良区間は幅員狭小のため、車両のスムーズな離合が困難であるなど
支障を来しており、早期の整備が必要

期待される
効果

・車両の円滑な通行が可能となり利便性が向上
・歩行者等の安全確保

6,200

事業概要

事業費
内訳

・委託　18,212（測量、調査）

市民参加の
状況

他市の取組
状況

担当課・
担当

建設課　土木整備担当 TEL



　 　
（単位：千円）

事業名 　味方平線整備事業費 拡充
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

前年度当初予算額 市債 市債 7,100

平成３０年度　当初予算　主要事業説明資料 土木7

17,619
9,690 7,100

総合計画
（章）

快適で誰もが住みよいまちづく
り

（節） 道路の整備 　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 社会資本整備総合交付金 9,690

目　的
・

目　標

　幅員狭小や斜面からの落石の危険により、歩行者の通行に課題のある市道味方平線の安全
を確保

829

42-4282

  ■市道味方平線の拡幅（歩道確保）等の実施
　　○事業規模：Ｌ＝120.0ｍ
　　○事業期間：平成29年度～平成32年度（予定）
　　○事業内容（平成30年度実施分）
　　　・用地測量、建物調査、用地買収、立木・建物補償

背　景
・

経　緯
・歩行者の安全を確保するため、拡幅と斜面からの落石防止対策が必要

期待される
効果

・歩行者等の安全確保

3,000

事業概要

事業費
内訳

・委託　6,919（測量、調査等）
・公財　5,200（土地）
・補賠　5,500（立木・建物補償） 市民参加の

状況

他市の取組
状況

担当課・
担当

建設課　土木整備担当 TEL



（単位：千円）

平成３０年度　当初予算　主要事業説明資料 土木8

事業名 　黒谷川整備事業費 拡充
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債

目　的
・

目　標

　普通河川黒谷川の整備を行うことにより、市道黒谷線及び家屋の浸水被害を軽減し、市民
生活の安全・安心を確保

その他 一般財源

22,680
20,400 2,280

　■普通河川黒谷川（黒谷町地内）の整備
　　○事業規模：Ｌ＝28.0ｍ
　　○事業期間：平成29年度～平成30年度
　　○事業内容（平成30年度実施分）
　　　・河床整備（井堰の撤去、流下能力の向上）

背　景
・

経　緯

・一定の雨量を超えると普通河川黒谷川があふれ市道黒谷線が冠水する
状態であり、河川の整備による浸水被害の軽減が必要

期待される
効果

・浸水被害を軽減し、市民生活の安全・安心を確保

総合計画
（章）

自然豊かで安全なまちづくり （節） 防災対策の推進 　特　定　財　源　の　内　訳

42-4282

前年度当初予算額

市債 市債 20,400

12,000

事業概要

事業費
内訳

・工請　22,680（河床整備）

市民参加の
状況

他市の取組
状況

担当課・
担当

建設課　土木整備担当 TEL



（単位：千円）

平成３０年度　当初予算　主要事業説明資料 土木9

事業名 　住宅維持管理費 継続
予　　算　　額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

94,509
16,434 50,535 27,540

総合計画
（章）

快適で誰もが住みよいまちづく
り

（節） 住環境の整備 　特　定　財　源　の　内　訳

使用料 公営住宅使用料 22,542

目　的
・

目　標

　老朽化した住宅の更新を図りつつ、住宅に困窮する低額所得者に、現在の居住水準にあっ
た良質な住宅を長期にわたり安定的に供給
　既存の公営住宅等の適正な維持管理による住環境の管理保全

前年度当初予算額 国補助 公的賃貸住宅家賃対策調整補助金 7,646

事業概要

　■借上型市営住宅の整備
　　○民間が所有する賃貸住宅を借上げ、市営住宅として転貸
　　　・新築借上型市営住宅の共用部分に対する建設費補助（14戸分）
　　　・市営住宅基本計画において用途廃止団地に位置付けた市営住宅からの移転費補助
　　　　（7戸分）
　■市営住宅の明渡し訴訟
　　○対象戸数　2件
　■土地開発基金保有地の買戻し
　　○対象土地：寺町堂ノ前10-1ほか8筆　Ａ＝4,446.6㎡

背　景
・

経　緯

・平成23年度に綾部市営住宅あり方検討委員会を設置し、平成24年度に
市営住宅基本計画を策定
・市営住宅の老朽化が著しく、新たな住宅の供給が必要
・平成12年度に土地開発基金を活用し、公営住宅用地を取得

期待される
効果

・住宅に困窮する低額所得者に、現在の居住水準にあった良質な住宅を
長期にわたり安定的に供給
・借上型市営住宅の導入による投資の軽減と効率的な住宅供給

77,314
国補助 社会資本整備総合交付金 8,788

財産運用 土地貸付収入 27,993

事業費
内訳

・報酬　 1,614（嘱託職員、委員）
・報償　　　20（謝礼）
・旅費　    58（普通、費用弁償）
・需用   7,874（消耗、燃料、印本、光熱、修繕）
・役務　   954（保険料、手数料等）
・委託　 7,769（訴訟業務、除草等）
・使賃  46,250（借地料、住宅借上料、システム使用料等）
・工請  13,260（修繕、解体等）
・原材      10（材料）
・公財   2,244（土地）
・負補  14,447（移転補助、建設補助等）
・公課　     9（自動車重量税）

市民参加の
状況

・市営住宅入居者選考委員会に有識者として外部委員4人の参加
・借上型市営住宅選定委員会に有識者として外部委員2人の参加

他市の取組
状況

・府内市町村：借上型市営住宅制度の取組なし

担当課・
担当

建築課　住宅・空家等対策担当
定住・地域政策課 水源の里・地域振興担当 TEL

42-4284
54-0095


